
一般会計
特別会計等

合　　　　　計

民生費（27.2％）
29億4,877万4千円

土木費（16.8％）
18億1,870万4千円

総務費（14.4％）
15億5,947万9千円

教育費（10.1％）
10億9,713万6千円

衛生費（6.7％）
7億2,819万3千円

商工費（6.4％）
6億9,493万8千円

農林水産業費（5.4％）
5億8,171万5千円

県支出金（5.3％）
5億7,247万1千円

町債（14.0％）
15億1,840万円

国庫支出金（8.1％）
8億7,130万2千円

町税（18.8％）
20億3,603万2千円

地方交付税（34.8％）
37億7,300万円

繰入金（8.4％）
9億1,423万1千円

各会計の当初予算額

令和６年度

一般会計予算総額   108億3,600万円（対前年度比 6.4％増）

当初予算の概要

農林水産業費（5.4％）
5億8,171万5千円

消防費（4.5％）
4億8,422万2千円

衛生費（6.7％）
7億2,819万3千円

教育費（10.1％）
10億9,713万6千円

総務費（14.4％）
15億5,947万9千円

土木費（16.8％）
18億1,870万4千円

民生費（27.2％）
29億4,877万4千円

県支出金（5.3％）
5億7,247万1千円

町債（14.0％）
15億1,840万円

国庫支出金（8.1％）
8億7,130万2千円

その他（5.6％）6億1,162万2千円

町税（18.8％）
20億3,603万2千円

地方交付税（34.8％）
37億7,300万円

歳 入
108億3,600万円

歳 出
108億3,600万円

地方消費税交付金（3.6％）
3億8,510万円

地方譲与税（1.4％）
1億5,384万2千円

繰入金（8.4％）
9億1,423万1千円

108億3,600万円　
82億7,056万1千円　
21億1,605万3千円　
2億2,561万7千円　
3億653万9千円　

25億3,055万9千円　
564万8千円　

11億6,828万円　
19億1,786万5千円　
191億656万1千円　

国民健康保険特別会計（事業勘定）
国民健康保険特別会計（施設勘定）
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計（保険事業勘定）
介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）
水道事業会計
下水道事業会計

6.4％増　
0.8％減　
2.3％減　
0.8％減　
13.7％増　
0.6％減　
10.6％増　
5.6％減　
1.4％増　
3.1％増　

令和６年度 予算額会　計　名 対前年度比

その他（1.1％）
1億2,122万1千円

公債費（7.4％）
8億161万8千円

　歳出を前年度と比較すると、民生費は、保育料の
完全無償化1,475万４千円や在宅育児支援金給付事業
800万円、ななかいこども園建替事業２億2,092万６
千円を計上するなど、子育て支援の拡充や、物価高
騰対応重点支援給付金事業6,873万円の増などによ
り、前年比３億1,541万8千円、12.0％の増となりま
した。
　商工費は、道の駅移転整備事業の関連事業費とし
て３億7,818万9千円を計上し、前年比４億1,043万5千
円、144.3％の増となりました。
　総務費は、空き家対策の推進を目的に関連事業費
として2,768万９千円、町独自の事業として交通空白
地有償運送事業を開始するための事業費として867
万４千円を計上するなど、地域活性化を推進するため
の事業を盛り込み、前年比１億5,867万9千円、11.3
％の増となりました。

　歳入を前年度と比較すると、町債は、前年比５億
570万円、49.9％の増となりました。道の駅移転整
備事業の本格化により合併特例事業債を前年比２億
8,200万円増額し、また、ななかいこども園建替事業
をはじめ過疎対策事業債を前年比３億5,860万円増額
しています。町債の発行にあたっては、交付税措置率
の高い地方債を有効活用することで町財政負担の軽減
を図っています。
　国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時
交付金の増などにより、前年比4,596万2千円、5.6％
の増となりました。
　その他は、前年比7.2％増となり、ふるさと応援寄
附金の増嵩を見込み、寄附金を、前年比6,000万円、
149.8％の増となりました。
　繰入金は、財政調整基金からの繰入金を4,800万円
減額するなど基金からの繰入金を減額し、前年比2,144
万６千円、2.3％の減となりました。

歳　出 歳　入

商工費（6.4％）
6億9,493万8千円



商工費

土木費

消防費

教育費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

（★は新規事業）

〇ふるさと応援寄附金事業　4,634万7千円
　ふるさと応援寄附金を募り、寄附者への返礼品発送
　を通して、町内特産品の振興を図ります。
★ホロルの湯長寿命化改修事業　3,752万１千円
　利用者の安全性の確保と利便性向上のため、令和７
　年度に実施する改修工事の実施設計書を作成します。
〇住宅新築および住宅新築用地購入補助事業　

1,125万円
　町内の施工業者により、住宅を新築する場合の工事
　費や、新築工事等にあわせて宅地を購入した場合の
　費用の一部を補助します。
〇企業立地奨励事業　966万7千円
　町内への企業立地を推進するため、町内へ施設等を
　新設・増設した事業所へ奨励金を交付します。
★御前山遊歩道整備事業
　　　　　　　    　　100万円
　御前山ハイキングコースの
　景観に支障のある樹木を伐
　採し、環境および景観を改
　善します。

〇町営南・米沢団地建替事業　7,438万3千円
　老朽化した町営南団地の建て替えのための実施設計
　および解体工事（４棟）を行います。
〇住宅リフォーム補助事業　300万円
　町内施工業者により住宅の改良工事を行う場合、経
　費の一部を補助します。
〇木造住宅耐震改修事業　108万円6千円
　地震に強いまちづくりを推進するため、木造住宅の
　耐震改修等を実施する費用の一部を補助します。

★防災時職員用作業服購入　272万8千円
　災害時に職員が着用する防災服の更新を行い、活動
　の向上を図ります。
★防災無線屋外拡声子局移設事業　187万円
　自治会から設置箇所の移設要望があった防災無線屋
　外拡声子局の移設を行い、環境改善を図ります。

★石塚小学校校舎外壁等改修事業　4,986万3千円
　長寿命化計画に基づき令和５年度に設計した、石塚
　小学校校舎の外壁等改修工事を行います。
★桂町民センター（仮称）整備事業　4,225万3千円
　現在、桂図書館２階にある桂支所（仮庁舎）を桂公民
　館内事務室に移転するため改修工事を行います。
〇学校給食費負担軽減事業　　歳入減   5,136万9千円
　保護者の経済的負担軽減を図るため、町内の小・中
　学校の給食費を無償化します。

〇地域公共交通事業　7,231万2千円
　デマンド交通システムの運行費用を補助するととも
　に、路線バスの運行を維持するため、乗合バス運行
　事業者に対して補助します。
★空き家除却後跡地への公共駐車場整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　  　1,828万2千円
　空き家除却後の跡地を公共駐車場として整備するこ
　とにより、地域の活性化を図ります。
★証明書交付キオスク端末設置事業　578万6千円
　コンビニエンスストアから離れた七会町民センター
　に証明書交付キオスク端末を設置し、住民の利便性
　の向上とマイナンバーカードの普及を図ります。

★ななかいこども園新築工事　２億2,092万6千円
　老朽化したななかいこども園を移転新築し、園児が
　安全かつ快適に過ごせるようにするための工事を行
　います。
〇医療福祉（マル福）事業　9,167万6千円
　小児、妊産婦、母子（父子）家庭および重度心身障害
　者に対し､医療費を助成します。
〇特例小児・児童医療費助成（マル特）事業　1,455万5千円
　マル福対象外の小児と高校卒業までの児童・生徒の
　医療費を助成します。

★自動車等購入事業　699万1千円
　ごみ処理施設で使用しているダンプが31年を経過し、
　故障等が増え部品調達が困難なため、車両を購入し
　ます。
★骨粗しょう症検診　30万8千円
　自覚症状がなく進行する骨粗しょう症の早期発見と
　予防のため、対象者に検診を行います。

〇地域おこし協力隊事業（農業分野）　5,419万5千円
　町内農家での研修により、栽培技術等の基礎を学び
　ながら就農をめざし、地域の担い手となる人材を確
　保します。
〇鳥獣被害対策事業　873万円8千円
　主に鳥獣被害対策実施隊や必要設備等に対する補助
　と、隊員の補助員制度の導入で、有害鳥獣の捕獲促
　進に努めます。
〇農業次世代人材投資資金交付事業　637万円5千円
　新規就農者が農業を始めてから経営が安定し、個人
　農家として独立できるよう支援します。


